














働者の福祉の増進に関する法律」、以下「旧均等法」という。）は 1985 年（昭和 60 年）に制定され、
翌 1986 年（昭和 61 年）に施行された。この法律は 1972 年（昭 47 年）に制定された「勤労婦人福
祉法」を母体としたものである。その後、第二に、1997 年（平成 9年）に法律の内容が拡充される
と共に改称され「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」（以下、「改
正均等法」という。）となった。さらに、第三に、2006 年（平成 18 年）に大幅に改正され、2007 年
































の労働省関係法律の整備に関する法律」として 1985 年 5 月 17 日可決成立した。翌年の 1986 年 4 月
1 日より施行された。
上記法律の 1985 年 6 月 1 日公布により、国連における「女性差別撤廃条約」採択に遅れること 5
年半、「女性差別撤廃条約」は、1985 年（昭和 60 年）6月 24 日に国会承認され、翌日 25 日批准、条




ては省令で定めるものを禁止した（同法第 9条、第 10 条）。定年・退職・解雇についてはこれを禁止












































前記のような多くの問題をかかえた旧均等法施行から 10 年を経た 1997 年（平成 9年）に、均等法






























































⑥ ポジティブ・アクションの推進…取り組みの実施状況の公表に国の援助が受けられる（第 14 条）。
⑦ 調停と企業名公表の対象にセクシュアル・ハラスメントと母性健康管理措置が追加（第 18 条、
第 30 条）。報告義務違反および虚偽報告に対し、過料（20 万以下）の制裁を科す制度を創設した
（第 33 条）。
⑧ 労働基準法関連では、妊産婦・作業員を除く女性の坑内労働が解禁され、女性技術者の管理・監
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表 1 女性差別撤廃条約及び均等法改正の変遷




1985 年 6 月 24 日批准
（日本）
1985 年 7 月 25 日発効
（日本）
1985年5月17日成立
1986 年 4 月 1 日施行
1997年6月11日成立
1999 年 4 月 1 日施行
2006年6月15日成立





























































































































（第 14 条 2項、
第 13 条 2 項の準用）
禁止
（第 18 条 2項・














のはない。1985 年から 2007 年までの「労働力調査」によると、日本の女性の労働力率カーブは、M
























































（第 12 条、第 13 条、
第 30 条）
ポ ジ テ ィ プ・ア ク
ションの推進
積極的
（第 11 条 2項） 規定なし
事業主の行う一定の































日本経団連出版 13 頁の図表 2〈均等法の改正の変遷〉を参考にし、改正均等法と旧均等法との関係では浅倉むつ子著
「均等法の新世界」有斐閣選書 37 頁の〈均等法改正のポイント〉を参考にして筆者が作成したものである。なお、
（ ）内は条約条項及び各均等法の条項である。




厚生労働省雇用均等・児童家庭局編「女性労働の分析 2007」21 せき期職業財団 139 頁より作成
図 2のグラフは同期間の男性の労働力率カーブである。22 年間変動が少ないため、年度の変化が
判然としない逆U字曲線を表している。M字曲線の意味はいうまでもなく、女性は 30 歳から 34 歳
の間に、近年は 35 歳から 39 歳の間に、何らかの理由（妊娠、出産、育児など）で就労が中断される
女性が多いということである。この図から、日本においては、依然として男女間の格差が存在し、僅
かながら縮小傾向を見ることが出来る。
EUにおける年齢階層別女性労働力率の変遷では、「スウェーデンでは、1979 年時点では 25～34 歳
層女性で『M字』型のボトムが見受けられたが、89 年には解消し、より男性の『逆U字』曲線に近
いものになっている。英国では 79 年時点では 20～24 歳層で『M字』型のボトムが顕著に見受けら
れたが、89 年にはかなり解消され、2000 年のデータではほぼボトムの消滅がみられる。イタリアで





れば、所定内給与額で、男性を 100 とした場合に女性は、昭和 60 年：59.6、平成元年：60.2、平成 6
永田美江子
－ 50 －
年：62.0、平成 11 年：64.6、平成 16 年：67.6、平成 19 年：66.9 である。男女間の賃金格差は僅かな
がら縮小傾向にある。これに、厚生労働省「毎月勤労統計調査」により月間所定内実労働時間におい
て、男性を 100 とした場合に女性は昭和 60 年：95.2、平成元年：93.6、平成 6年：88.7、平成 11 年：





























3 浅倉むつ子「労働とジェンダーの法律学」有斐閣 181 頁
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The Present Situation and the Problem of the Equal Employment
Opportunity Law Between Men and Women
Mieko NAGATA
The present situation and the problem of the Equal Employment Opportunity Law between Men and
Women（ The summary )
When attending to the process of the Equal Employment Opportunity Law between Men and Women,
it is possible to divide it into three stages. The 1st stage is the old equal law establishment in 1985. The 2
nd stage is a revision of the law in 1997. Then, the 3rd stage is the present law which was substantially
revised in 2006. This article mainly reviews the law from the viewpoint of the appointment of woman into
management.
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